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自己紹介／研究室紹介
•教員の労働時間測定手法の研究開発

• 2006（平成18）年：第1回教員勤務実態調査
• 2016（平成28）年：第2回教員勤務実態調査
• 2022（令和04）年：第3回教員勤務実態調査
• 神林（2017）等

•教員労働研究をふまえた学校マネジメント実装
• NITS客員フェロー：2018/2020-21年度
• 青木(2022)、青木(2019）等

•教員給与をめぐる政策過程
• 青木(2021)、伊藤（2022）、伊藤（2021）、伊藤（2019）等
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主要論点の全体像
• 3つの政策分野の密接な関連が観察できる

• 給与（給特法、人確法）
• 他業種との比較、教職の魅力向上

• 勤務（給特法）
• 労働時間管理（勤務間インターバル、変形労働時間制）

• 定数（標準法）
• 1人当たり業務量を決める（「人日」「人月」的発想）
• 業務量（分子）／定数（分母）

•（参考）
アメリカでも「教員不足 Teacher Shortage」は政策課題になって
いる(Berry and Shields 2017, Castro 2022 等)。
学校マネジメントに影響すること、教員希望者への資金援助が行
われたことなどが指摘されている。
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その他の論点
•マルチレベルの論点構造

• 政策・制度（文部科学省、教育委員会の行政、働き方改革）
• 機関（学校の特性、マネジメント、働き方改革）
• 個人（教員の業務、気質、働き方改革）

•教員のキャリアステージに応じた政策手段が必要
• 養成→採用→研修
• 養成：素朴な「あこがれ」からキャリアとしての教員像(川
村ら2019）

• 採用：リアリティショックに対応
• 研修：働き方の実装
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政策課題の伏在
•勤務時間と給与改善→給特法と人確法で一定の対応

• その後、これらのイシューは伏在した

•これらに対して教職員定数は継続的イシューだった
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○政府委員（宮地茂君） 今日まで教師には超過勤務を命じないようにしなさいという指導はしてまいりま
した。それから、そういう超過勤務のようなことになるような場合には、時間の割り振りを考えるとかして、
超過勤務を命じないようにしなさいという指導はいたしてまいりました。しかしながら、それでもなおかつ、
実態としては、正規の勤務時間以上にこれは働いておられるという事実もありますと。したがいまして、今
後その、命じないようにという、できる限り命じないようにという趣旨は変えるものではございませんけれ
ども、従来からも、それでもなおかつ勤務時間外勤務をしておられるようなこともあるし、まあそういうよ
うなことで、必要やむを得ない場合には法律根拠として命ずることもできるということを法的に根拠を持た
しただけでございまして、だからといって、いままでは命じないようにせよと言ったのを、今後は大いに命
じなさいという意味じゃなくて、命じないようにするのだけれども、やむを得ない場合には命ずることがで
きます、という法律根拠を置いたということで、実質的には従来のように超勤を命じないように時間の割り
振りをして適正にやりなさいという指導も変えるつもりはございませんし、また現場でも、この法律が出た
ために、いままでは命じてはいけなかったが今度命じられるのだからといって、校長などがそういう考えを
持っておるとすれば、それはいけないのだからという行政指導は十分にしていきたい、こういうことでござ
います。＜第65回国会 参議院 文教委員会 第18号 昭和46年5月21日＞



検討の視点
•学校の働き方改革後の検証

• 2016年：第2回教員勤務実態調査
• 2017年：中教審特別部会（～2019年）→学校の働き方改革
• 2019年：給特法改正

•文科省調査「教育委員会における学校の働き方改革の
ための取組状況調査」

• 2019～2021年度
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検討の視点：2016年時点
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出典）リベルタスコンサルティング(2018)『公立小学校・中学校等教員勤務実態調査研究 調査
研究報告書』参考資料、218頁



検討の視点：学校の働き方改革後の変化
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出典）文部科学省(2021)「令和3年度教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況
調査結果」1頁



まとめと政策提言
•教員政策の複合性
•政策・機関・個人のマルチレベル問題
•学校の働き方改革の進捗（制度変化の効果）

•教員政策（給与・勤務・定数）に一体的に取り組む
•文部科学省は主体的にこの政策課題に取り組む
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